
 

 

 

 

 

 

 

 

第８次吉富町行政改革実施計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年３月６日 

 

 

吉富町 

 

 



はじめに 

 

 

平成１０年度に策定した吉富町行政改革大綱に基づく第７次吉富町行政改革

実施計画(平成２８年度から平成３０年度までの３箇年計画)は、本年度をもって

計画期間が終わります。 

本町では、これまで、国の地方分権改革が急速に進む中、簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革の推進に関する法律(平成１８年法律第４７号)に

基づく行政改革を総合的かつ継続的に取り組んできたところであります。 

しかしながら、少子化による急速な人口減少と高齢化という未曾有の危機に

直面し、国・地方を取り巻く環境は著しく変化しており、厳しい財政状況が依

然として続いております。 

一方では、住民ニーズや地域の課題は多様化・高度化しており、このような

厳しい環境の中で、自らの責任において、社会経済状況の変化に柔軟かつ弾力

的に対応できるよう体質を強化し、自治体を経営していかなければなりません。

そのためには、行政全般について不断の点検を実施しつつ、計画的に行政改革

に取り組む必要があります。 

これらを踏まえ、今回第７次実施計画の終了年度を迎え、更なる行政改革の

推進に向け、ここに第８次実施計画(平成３１年度(２０１９年)から平成３３年

度(２０２１年)までの３箇年計画)を策定しました。この計画に基づく行政改革

を確実に推進し、町民の期待と信頼に応えられる町政の実現を目指します。 

 

 

計画実施にあたっての基本的事項 

 

１ 計画実行にあたっては町民の視点に立った行政サービスの確立を図るとと

もに、町民の理解と行政への参画を推進しながら、協働のまちづくりを実現

します。 

 

２ 行政改革は、組織や職員のための改革ではなく、あくまでも町民のための 

改革であるという認識のもと、効率的で信頼される行政運営を確立するため、

職員一人ひとりが努力し、確実に目標の実現に向け実行します。 
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第 ８ 次 吉 富 町 行 政 改 革 実 施 計 画 

◆一般行政部門 

１ 事務事業の見直し関係 （１）事務事業の整理合理化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

１ 継続 
町税の口座振替
の推進 

徴収事務の効率化のため、引き続き口座振
替を推進する。 

税務課 

45％ 

住民税 

55％ 

固定資産税 

25％ 

軽自動車税 

55％ 

国保税 

50％ 

住民税 

60％ 

固定資産税 

30％ 

軽自動車税 

60％ 

国保税 

55％ 

住民税 

65％ 

固定資産税 

35％ 

軽自動車税 

65％ 

国保税 

２ 継続 

住宅使用料・保育
料・後期高齢者医
療保険料の口座
振替の推進 

収納率向上、納付事務効率化を図るため、
引き続き口座振替を推進する。 

健康福祉課 

93％ 

（保育） 

83％ 

（住宅） 

80％ 

（後期） 

94％ 

（保育） 

87％ 

（住宅） 

85％ 

（後期） 

95％ 

（保育） 

90％ 

（住宅） 

90％ 

（後期） 

３ 継続 

中津市医療機関
受診料に対する
助成方法の簡略
化 

国民健康保険・後期高齢者医療保険に加入
しているひとり親家庭・重度障害者医療受給
者は、中津市医療機関を受診した場合、本人が
医療機関に受診料を支払った後、役場で請求
手続きを行い、受診料の助成を受けているが、
被用者保険加入者と同様に、町が直接医療機
関へ受診料を支払うように医療費助成制度の
拡充を図る。 

健康福祉課 導入 実施 実施 
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番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

４ 継続 
特定健診受診率

の向上 

特定健診受診率を向上させ、生活習慣病の

重症化を予防し、医療費の抑制を図る。特に

国保の受診率を向上させる。 

健康福祉課 48％ 50％ 52％ 

５ 継続 
生涯学習事業の

充実 

住民ニーズや社会的な傾向を考慮した事

業の実施に努め、生涯学習環境の整備・充実

を図る。 
教務課 実施 実施 実施 

６ 継続 
行政評価システ

ムの推進 

第４次総合計画後期基本計画の進捗管理

として毎年、その施策の点検評価を行い、効

率的な行政運営を推進する。 
企画財政課 実施 実施 実施 

７ 継続 

産業建設課所管

安全対策公共施

設維持管理業務

の民間委託 

以下の業務の民間委託等を検討する。 

①道路パトロール業務 

 道路パトロールの実施状況 

・町内道路の定例・随時パトロールを実施、

主に危険・修繕必要箇所の把握・報告と、

安全対策としての軽微な維持補修等を行

う。 

②降雨時の町内水路ダンパーを自動転倒式

ダンパーに改修することにより、職員配置の

縮小化を検討する。 

産業建設課 検討 検討 実施 

１ 事務事業の見直し関係 （３）補助金の整理合理化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

８ 継続 
サンセット方式

の推進 

創設される補助金については、終期を設け

るサンセット方式の導入を推進する。 企画財政課 

全課 
実施 実施 実施 
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２ 組織・機構関係 （１）時代に即応した総合的、機能的な組織・機構の見直し 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

９ 継続 
総合調整会議の

開催 

各課横断的な事業については、各課からの

依頼に応じて随時開催する。 

企画財政課 実施 実施 実施 

１０ 継続 
総合的な土地利

用の推進 

調和のとれた土地の利活用を推進する。 

企画財政課 

産業建設課 
実施 実施 実施 

１１ 継続 

各種審議会等へ

の女性委員の登

用 

男女共同参画社会の形成に向けて、各種審

議会等への積極的な女性委員の登用を引き

続き行う。 
住民課 

全課 
30% 35% 40% 

１２ 継続 機構改革の検討 

多様化・高度化する住民ニーズや地域課題

に対応するため、より効率的・機能的な組織・

機構の見直しを常に検討する。 総務課 実施 実施 実施 

１３ 継続 

住民と行政の協

働によるまちづ

くりの推進 

住民主導の地域づくりを推進するため清
掃、福祉、教育などの地域的な課題に取り組
む町内の団体に対して、補助金を交付する。
また、協働のまちづくりに必要な人材の育
成、まちづくり団体同士が交流することので
きる場や機会の提供をする。 

企画財政課 

全課 
実施 実施 実施 
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３ 定員及び給与関係 （１）定員管理の適正化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

１４ 継続 
定員適正化計画

の推進 

複雑・多様化する住民ニーズに応じて増大

する業務を的確に遂行するため、スクラップ

アンドビルドを基本とし、適正な定員管理を

行う。 

総務課 

76 

職員数 

（派遣職 

員除く） 

76 

職員数（派

遣職 

員除く） 

76 

職員数 

（派遣職 

員除く） 

１５ 継続 
定員管理の状況、

数値目標の公表 

定員適正化計画の目標数値や定員管理の

状況を「町ホームページ」と「広報よしとみ」

で年 1回、公表する。 
総務課 実施 実施 実施 

３ 定員及び給与関係 （２）給与の適正化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

１６ 継続 
職員給与の適正

化 

人事院勧告に準じた給与の適正化を図る。 

総務課 実施 実施 実施 

１７ 継続 
職員の給与状況

の公表 

職員の給与状況を「町ホームページ」と「広

報よしとみ」で年 1回、公表する。 
総務課 実施 実施 実施 

４ 職員の育成・確保関係 （１）人材育成の推進 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

１８ 継続 
職員研修の計画

的実施 

全体的な職員のスキルアップ及び意識改

革を図るため、計画的に職員研修を実施す

る。 
総務課 実施 実施 実施 
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４ 職員の育成・確保関係 （２）多様な人材の確保 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

１９ 新規 
多様な人材の確

保 

専門的分野の職種の職員も含めて、多様な

人材の確保に努める。 

総務課 実施 実施 実施 

５ 行政の情報化等行政サービスの向上関係 （１）窓口等における対応の改善と行政サービスの総合化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２０ 継続 
総合的サービス

提供体制の推進 

住民サービスの向上及び住民の立場に立

ったサービスの推進を図る。 総務課 

全課 
実施 実施 実施 

２１ 継続 
利用しやすい庁

舎環境の整備 

多様化する利用者の利便性を考慮し、より

快適で利用しやすい環境を整備する。 
総務課 実施 実施 実施 

５ 行政の情報化等行政サービスの向上関係 （２）インターネットの活用 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２２ 継続 

ホームページの

内容の充実及び

ＳＮＳ等の新た

な情報伝達手段

の活用 

インターネットを積極的に活用し、行政サ

ービスの向上及び様々な伝達手段による情

報の提供に努める。 
企画財政課 実施 実施 実施 



 

 

6 
 

５ 行政の情報化等行政サービスの向上関係 （３）情報システムやネットワークの活用 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２３ 新規 
全庁的な情報シ

ステムの見直し 

行政サービスの向上、事務の効率化を図る
ため、情報の取り扱いに関するセキュリティ
に十分配慮するとともに、導入・改修・保守
等に要する経費を検証し、全庁的な情報シス
テムの見直しを行う。 

総務課 

企画財政課 
検討 準備 実施 

６ 公正の確保と透明性の向上関係 （１）行政手続の適正化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２４ 継続 
行政手続制度の

整備・公表 

行政手続法及び行政手続条例に基づく申

請・処分に対し審査基準・標準処理期間等の

制定・見直しを行い、公表する。 
総務課 実施 実施 実施 

６ 公正の確保と透明性の向上関係 （２）情報公開の推進 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２５ 継続 情報公開の推進 

「情報公開を求められる前に、進んで情報

を提供する」という意識を持ち、積極的な情

報提供に努め、町政の透明性を高める。 
総務課 実施 実施 実施 

６ 公正の確保と透明性の向上関係 （３）個人情報保護の推進 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２６ 継続 
個人情報保護の

推進 

マイナンバー法や吉富町個人情報保護条

例に則し、個人情報保護の適切な措置や適正

な運用を図る。 
総務課 実施 実施 実施 
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６ 公正の確保と透明性の向上関係 （４）文書の適正管理 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２７ 継続 文書の適正管理 

情報公開の効果的な推進を図るため、保存

文書の縮減を行い、文書の適正管理に努め

る。 総務課 実施 実施 実施 

７ 経費の節減合理化等財政の健全化関係 （１）経費全般についての節減合理化と予算の厳正な執行 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２８ 継続 
事務消耗品の単

価入札の実施 

比較的大量に購入される事務消耗品につ

いて、単価入札を実施する。 企画財政課 実施 実施 実施 

２９ 継続 

経費全般につい

て節減合理化と

予算の厳正な執

行 

OA 機器を含め消灯、電源 OFF を推進す

ると共に、ランニングコスト（維持管理費）

に配慮した OA 機器、設備への移行を検討

し、経費の削減に努める。 

総務課 

全課 
実施 実施 実施 

３０ 継続 
分かりやすい財

政状況の公表 

法で定められた財政事情とは別に、独自の

様式で町の財政状況を分かりやすく、年に 2

回公表する。 
企画財政課 実施 実施 実施 

３１ 継続 

公共施設の管理

及び事務事業の

指定管理者・民間

委託・民営化への

再検討 

公共施設の管理及びすべての事務事業に

ついて、民間委託等を検討し、住民ニーズに

対応した財源や人員の配分を行う。 
総務課 

全課 
実施 実施 実施 
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番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

３２ 継続 
公共施設の照明

器具の LED化 

公共施設の照明器具にかかる電気代経費
削減のため、LED 化した場合のランニング
コストを検証し、効果の大きい施設から
LED 化設備への移行を行い、経費の節減に
努める。 

全課 実施 実施 実施 

３３ 新規 

吉富町老人福祉

センターの指定

管理者導入の検

討 

吉富町老人福祉センターの管理及び事務

事業について、指定管理者の導入を検討す

る。 教務課 検討 検討 決定 

３４ 新規 

よしとみ皇后石

研修センターの

用途廃止の検討 

稼動率が極めて低い状況にあるよしとみ

皇后石研修センターについて、施設の譲渡や

取り壊しを含めた用途廃止を検討する。 教務課 検討 検討 決定 

７ 経費の節減合理化等財政の健全化関係 （２）税収納率の向上等自主財源の確保 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

３５ 継続 

住宅料・保育料・

後期高齢者医療

保険料の長期滞

納者への徴収強

化、収納率の向上 

催告書の発送を年 2 回行うとともに、口

座振替の勧奨、電話催促を随時行う。 

健康福祉課 実施 実施 実施 

３６ 継続 

「町ホームペー

ジ」及び「広報よ

しとみ」に広告掲

載 

 「町ホームページ」及び「広報よしとみ」

に有料広告の掲載募集をする。 
企画財政課 実施 実施 実施 
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番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

３７ 継続 
定住化促進制度

の充実 

定住化促進制度について、ニーズを把握し
ながら、町内への定住を促進する魅力的で効
果的な制度の実施を検討し、継続する。 企画財政課 

全課 
実施 実施 実施 

３８ 継続 企業立地の促進 

吉富町企業立地促進条例に基づく優遇措
置をＰＲし、中小企業にも配慮した企業立地
を促進する。 企画財政課 実施 実施 実施 

３９ 継続 

町有地の処分、貸

付等による有効

活用 

未利用町有地について、売却及び貸付けな

どの活用を図る。 

企画財政課 実施 実施 実施 

４０ 継続 
ふるさと応援寄

附金制度の拡充 

ふるさと応援寄附金について、寄附額の増

額を図る。 
企画財政課 検討 実施 実施 

４１ 新規 
使用料、手数料の

見直し 

各種施設、サービスの使用料、手数料につ

いて、全面的な見直しを行う。 
企画財政課 検討 実施 実施 

４２ 新規 
基金の運用方法

の見直し 

町が保有する基金について、管理及び運用

方法について見直しを行う。 企画財政課 

会計課 
検討 検討 実施 
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８ 会館等公共施設関係 （１）既存施設の有効活用 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

４３ 継続 

吉富あいあいセ

ンターの充実と

有効活用 

赤ちゃんから高齢者の健康づくりの拠点・

相談窓口として、有効活用する。 健康福祉課 実施 実施 実施 

４４ 継続 
子育て支援セン

ターの充実 

常時使用していない部屋を雨天の遊び場
として利用するほか、必要時に障害児支援
や、落ち着いて自学学習（宿題）する部屋と
して利用するなど施設の全ての部屋を有効
に活用する。 

健康福祉課 実施 実施 実施 

１０ 広域行政関係 （１）広域的な行政体制の強化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

４５ 継続 
広域的連携の活

用 

広域的な見地に立って企画、調整又は処理
することが適切な事務事業については、広域
連携を図る。 

企画財政課 

全課 
実施 実施 実施 

１１ 行政改革推進状況の点検 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

４６ 継続 
行政改革推進委

員会による点検 

行政改革の実施状況について、引き続き、
毎年 1回、行政改革推進委員会により点検・
評価を行う。 総務課 実施 実施 実施 

４７ 継続 
行政改革実施状

況の公表 

行政改革の実施状況について、引き続き、
毎年 1回、町ホームページ及び「広報よしと
み」で公表する。 総務課 実施 実施 実施 



 

 

11 
 

 

◆公営企業部門 

１ 事務事業の見直し関係 （１）事務事業の整理合理化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

１ 継続 

下水道接続率向

上のための取組

み 

処理場見学会、地元説明会、排水設備説明

会を開催し、水洗化普及活動を通して下水道

接続率の向上を図る。 上下水道課 

（下水道事業） 
6回 6回 6回 

４ 職員の育成・確保関係 （１）人材育成の推進 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

２ 新規 
職員の技術力ア

ップ 

上水道の安全・安心の確保と下水道事業計

画早期完成に向けて、技術研修を履修する。 

また、企業会計経理を理解するため複式簿

記研修を履修する。 
上下水道課 

（下水道事業） 
実施 実施 実施 

５ 行政の情報化等行政サービスの向上関係 （２）インターネットの活用 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

３ 継続 
ホームページ内

容の充実 

水道事業に関する必要な情報の更新 

上下水道課 

（水道事業） 
月 1回 月 1回 月 1回 
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７ 経費の節減合理化等財政の健全化関係 （１）経費全般についての節減合理化と予算の厳正な執行 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

４ 新規 
水道施設の見直

し 

別府浄水場の廃止の検討 

上下水道課 

（水道事業） 
検討 検討 決定 

５ 新規 
水道施設の見直

し 

幸子浄水場から配水池へ直接送水の検討 

上下水道課 

（水道事業） 
検討 検討 決定 

７ 経費の節減合理化等財政の健全化関係 （２）税収納率の向上等自主財源の確保 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 所管課 
実 施 計 画 

平成 31年度 
(2019年) 

32年度 
(2020年) 

33年度 
(2021年) 

６ 継続 

公共下水道の整

備による定住化

の促進 

公共下水道の整備面積は、各年度 7ha を

目標として推進する。 
上下水道課 

（下水道事業） 
7ha 7ha 7ha 

７ 継続 
上水道への加入

促進 

安心・安定的な上水道への加入促進を行

い、水道事業の円滑な実施を図る。 
上下水道課 

（水道事業） 
30戸 30戸 30戸 
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